
 

 

 

浄化槽の維持管理（保守点検、清掃、法定検査）について、浄化槽管理者（以下「甲」という。）、浄化槽保守点検業

者（以下「乙」という。）、浄化槽清掃業者（以下「丙」という。）及び浄化槽法（以下「法」という。）に基づく長野県

知事指定検査機関（以下「丁」という。）は以下のとおり契約する。 

   年   月   日 

表１ 対象となる浄化槽 

設 置 場 所  

施 設 名 称 
                                               電話    －    －     

浄 化 槽 の 種 類 単独 ・ 合併 処理方式 方式 

メ ー カ ー  型  式  人 槽       人 

 

表２ 基本となる委託料と維持管理方法 

契 約 期 間 令和    年    月    日  ～  令和    年    月    日 

保守点検＋検査費合計 

               円／年 

支払方法  

内 

 

訳 

保守点検料金※１                             円／      

保守点検月・回数        １・２・３・４・５・６・７・８・９・10・11・12     年   回 

円／回             

法定検査月・回数        １・２・３・４・５・６・７・８・９・10・11・12     年 １ 回 

事務手数料※１                              円／年 

清掃 

清掃料金※１                               円／ 

清掃月・回数          １・２・３・４・５・６・７・８・９・10・11・12     年   回 

支払方法  

備  考  

 

 

 

（委託業務の内容） 

第１条 甲は、表１の浄化槽について、保守点検を乙に、清掃を丙に、法第 11 条に定める法定検査を丁に委託する。 

（法令の遵守） 

第２条 乙及び丙は、表１の浄化槽を維持管理するに当たり、甲の指示に従い、法、廃棄物の処理及び清掃に関する法
律その他関係法令を遵守し、委託された業務を履行しなければならない。 

（作業記録の提示） 

第３条 乙又は丙は、表１の浄化槽の保守点検記録又は清掃記録のうち、法定検査に必要な事項を甲に代わって丁に通
知するものとする。 

（検査結果書の送付） 

第４条 丁は、表１の浄化槽の法定検査の検査結果書を甲に送付するとともに、その写しを乙及び丙に送付するものと
する。 

２ 乙は、前項の写しの内容について、必要があると認めるときは、甲に対し助言をするものとする。 

（保守点検業者と清掃業者の連絡） 

第５条 乙は、保守点検の結果、清掃が必要であると判断したときは、その旨丙に連絡する。この場合、丙は、甲の承
認を得て清掃を行う。 

 

（委託料） 

第６条 委託料は、表２に掲げる額とする。 

２ 機器の交換若しくは修理など通常の保守点検以外の金額、通常の引き出し量を超える汚泥の引き出しに要する金額
又は表２に掲げる回数を超える保守点検若しくは清掃に要する金額については、本契約には含まないものとする。 

３ 前項に掲げる作業等を行う必要がある場合は、乙又は丙が甲と協議し、その作業に係る金額及び支払い方法を決定
の上、その作業を実施するものとする。 

４ 委託料に余剰が生じる場合は、契約期間末に清算返還又は翌年度委託料から控除するものとする。 

（委託料の支払） 

第７条 甲は、表２に掲げる金額と支払方法により、保守点検料金と法定検査手数料は合わせて乙に、清掃料金は丙に、
それぞれ支払う。 

２ 乙は、前条１項に定める委託料のうち、丁が行った業務に相当する表２の内訳に定める額を丁に支払う。 

（委託契約期間） 

第８条 契約期間は、表２に掲げる期間とする。ただし、契約満了の日の２か月前までに当事者が解約の意思表示をし
ないときは更に１年延長するものとし、その後においても同様とする。 

（権利義務の譲渡） 

第９条 乙、丙及び丁は、この契約書により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡してはならない。 

（暴力団の排除） 

第 10 条 甲が次のいずれかに該当するときは、乙、丙及び丁が協議の上契約を解除することができる。 

一 役員等（甲が個人である場合にはその者を、甲が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時業
務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６
号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

二 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力
団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

三 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力
団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

四 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に
暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

五 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

（契約の変更） 

第 11 条 この契約書に定める事項の変更、又は定めのない事項については、甲、乙、丙及び丁が協議の上決定するもの
とする。 

（個人情報の取り扱い） 

第 12 条 乙、丙及び丁は、この契約書に記載された事項及び契約を履行する上で知り得た個人情報について乙、丙及び
丁における個人情報保護規定等を遵守し、その取り扱う個人データの漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人デー
タの安全管理をするものとする。 

 

この契約の成立を証するため本書を３通作成し、甲、乙、丙及び丁が記名押印の上、甲、乙及び丙が所持し、丁は
その写しを所持する。 

 

甲 

浄化槽管理者 
 

乙 保守点検業者 

 

丙 清 掃 業 者  

 

丁 指定検査機関 

         長野県長野市大字南長野字幅下 692－２ 

          公益社団法人 長野県浄化槽協会 

   会長    西 澤 正 隆                 

             (代表) 026-234-7637 

 

浄化槽維持管理一括契約書 
 （料金徴収一部集約方式） 

料金 

収 入 

 

印 紙 

長野県標準様式② 

※甲の住所と設置場所が同じ場合省略可
 

※甲の住所と施設名称が同じ場合省略可
 

※１保守点検料金、清掃料金及び事務手数料は、取引に係る消費税及び地方消費税を含まない

※２法定検査手数料（法第 11 条検査）については、取引に係る消費税及び地方消費税は非課税 

※４ 法人の場合は、法人名称及び代表者名 

法定検査手数料※２  

（法第 11 条検査） 

設置者又は

使用者 

住所 

氏名又は名称※４
 

電話 

印 

印 

住所 

氏名又は名称※４
 

電話 

印 

住所 

氏名又は名称※４
 

電話 

住所 

氏名又は名称※４
 

電話 


